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我が国の中央省庁における自殺対策の課題設定に関する一考察
― 平成 10 年から平成 19 年までの行政資料等の検証を中心に ―
公共政策特別コース　庄司　進哉
　近年、我が国では、自殺者の増大が深刻な問題
として受け止められている。自殺は、本人の生命
を奪うに留まらず、本人の家族や周囲の者たちに
対しても悲嘆と苦難をもたらすという意味におい
ても、社会的な対応を要する政策課題となってい
る。
　本論の目的は、我が国の中央省庁において、自
殺対策がどのように課題設定されたのかについ
て、行政資料等の検証により考察することであ
る。本論で取り扱う対象期間は、我が国において
公的統計史上初めて自殺者数が 3万人を越えた平
成 10 年から、上述の自殺対策基本法制定、そし
て同法を受けた平成 19 年の自殺総合対策大綱の
閣議決定までの、約 10 年間である。
　研究に際して、次の三つの小項目の論点を設定
した。すなわち、ⅰ）対象期間の各時点において、
自殺対策のどの分野が課題設定されたのか、ⅱ）
各時点の課題設定において、どの政策形成主体が
どのような役割を果たしたのか、ⅲ）なぜ自殺対
策が課題設定されなければならなかったのか、で
ある。
　本論は、以下の 7章から構成される。
　第 1章では、問いの設定、分析対象の明確化等、
本論の展開に必要な事項を整理した。
　第 2章では、近年の自殺者数・自殺率等の推移
について、公的統計を用いながら整理した。
　第 3章では、概ね平成 10 年から平成 11 年まで
の、労働省による課題設定を説明した。この時期、
行政訴訟と民事訴訟の双方において、労働者の過
労による自殺に対して歴史的判決が下された。こ
の事態を重く見た同省は、過労による自殺に関す
る労災認定の判断指針の明確化を行い、さらに、
労働者を対象としたメンタルヘルス対策を主軸と
する自殺の未然防止に取組んだ。
　第 4章では、平成 12 年から中央省庁再編を経
た平成 16 年までの、厚生省・厚生労働省を中心
とした課題設定を説明した。同省は、平成 12 年
2 月に公表された「21 世紀における国民健康づく
り運動」（健康日本21）で、自殺者数の減少に関
する数値目標を設定した。これ以降、同省は、自
殺防止対策費を毎年度予算計上し、社会全体の取
組を政策理念に掲げながら、精神保健医学を重視
した課題設定を行った。また、この期間に同省に
設置された複数の検討会は、自殺対策に関する専
門的知見を集約し、これ以降の各省庁の課題設定
に影響を与えた。
　第 5章では、自殺対策が政府全体の取組に発展
し、ひいては社会全体の取組へ波及していく過程
（平成 17 年から平成 18 年 6 月の自殺対策基本法
制定まで）を説明した。この時期、NPO等の民
間団体による政府の自殺対策に対する政策提言が
活発化した。また、民間団体の活動と軌を一にし
て、国会においても参議院厚生労働委員会の活動
が活発化し、政府一体となった総合的自殺対策の
推進を求める決議がなされた。この間、総務省は
自殺対策の現状と課題に対する大規模な調査に乗
り出し、従来の厚生労働省を中心とする各種施策
に対する行政評価を実施した。民間団体の政策提
言・参議院における決議・総務省調査結果の三者
を受けた政府は、内閣府を中心とする政府一体と
なった総合的自殺対策を模索した。この時、政府
は、これまで十分な対策が取られなかった自殺未
遂者と自死遺族への支援を課題設定の対象とし、
併せて、従来の各省庁の取組を自殺対策に関連付
けようとした。しかし、これを不十分な対応と捉
えた民間団体と一部議員は、自殺対策に法的根拠
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を与えるべく議員立法に向けた活動を開始し、第
164回国会において自殺対策基本法が制定された。
　第 6章では、自殺対策基本法公布以降の展開（自
殺対策基本法制定から、平成 19 年 6 月の自殺総
合対策大綱の閣議決定まで）を説明した。同法制
定により、これまで行政計画や通知行政の範疇で
展開されてきた自殺対策に、明確な法的根拠が与
えられた。そこで、同法をより実効性あるものに
するために、内閣府における同大綱策定を中心と
して、関係省庁が個別の行政分野において、積極
的な課題設定を行った。具体的には、文部科学省
は児童・生徒の自殺対策、厚生労働省は自殺未遂
者と自死遺族への支援、警察庁は所管する統計の
制度改正を行った。
　第 7章では、前章までの検討を下に、以下のよ
うな結論を提示した。
　論点ⅰ）に関しては、課題設定の分野として、
自殺対策の「対象者」「段階」「場所」の三点が、
相互に影響して拡大した。特に、自殺対策基本法
において、自殺未遂者と自死遺族（自殺者の親族
等）への支援が明確化されたことは、当該拡大の
重要な要因であった。
　論点ⅱ）に関しては、政策形成主体として、政
府内部の諸機関、各省庁設置の検討会、民間団体、
国会内の諸機関に着目した。特に、自殺対策基本
法の議員立法に向けて、民間団体と参議院厚生労
働委員会は、重要な役割を果たした。両者の尽力
によって、自殺対策基本法が制定されたことにつ
いて、本論では、行政史の観点から大きな意義を
見出した。
　論点ⅲ）に関しては、平成 10 年の自殺者の急
増と、それ以降の「高止まり」があった。これを
前提として、本論の対象期間において、民間団体
等の働きかけにより、自殺に対する社会的認識の
変化が生じた。すなわち、自殺を個人の＜自由
意志＞の帰結として捉えるのではなく、個人と
社会の双方に横断する諸問題によって「追い込ま
れた末の死」として認識するようになった。この
認識の変化が、自殺に対して政策課題としての説
得性を付与し、自殺対策の課題設定の最大の理由
となった。
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